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研究成果の概要（和文）：【背景】1949年から1962年にかけてセミパラチンスクで行われた地表核実験は地域住
民に放射線被曝をもたらした。我々は放射線被曝が公衆衛生に影響を与えたかどうかを検証する目的で、甲状腺
機能不全、甲状腺がん、甲状腺結節の検査を実施した。
【結果】放射線被曝をした地域と放射線被曝がそれほどなかったと思われる地域住民の甲状腺機能不全、甲状腺
がんのリスクを比較したがリスクの上昇は認められなかった。しかしながら、甲状腺結節の所見は個々の放射線
被曝線量が完全に推定されていないために限定的であるが、甲状腺結節に関するリスク上昇に関して放射線被曝
地域住民の間において放射線被曝の影響がないとは言えなかった。

研究成果の概要（英文）：Background: Some above ground nuclear tests conducted from 1949 to 1962 at 
the Semipalatinsk Nuclear Test Site led to radiation exposure of the public. We conducted medical 
examinations for hypothyroidism, thyroid cancer, and thyroid nodules with the purpose of providing 
documentation that might be used in determining whether these exposures had an impact on public 
health.
Conclusion: There was no indication for an elevated risk of hypothyroidism or thyroid cancer among 
those who were believed to have been exposed compared to those who were likely unexposed. However, 
an elevated risk for thyroid nodules could not be ruled out among those living in affected 
settlements. The strength of these findings is limited by the absence of individual radiation dose 
estimates.

研究分野： データベース・放射線疫学

キーワード： セミパラチンスク　健康影響　低線量　リスク評価

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
放射線の人体影響研究は、本研究代表者
が所属する広島の放射線影響研究所
(Radiation Effects Research 
Foundation (RERF))にて原爆被災直後か
ら進められてきた。この研究所で原爆被
爆者約 17 万人を選び(コホートの選定)
経過観察することにより、放射線による
発がんへの影響が調査されてきた。この
発がんへの影響は放射線のリスクとして
求められ、そのリスクは国際放射線防護
委員会(International Commission on 
Radiological Protection (ICRP))で認定
されてきた。この放射線による発がんの
リスクは日本では放射線障害防止法に取
り入れられ、放射線を扱う職業人、一般
人に対し被ばく線量の限度を定めてき
た。この結果により、たとえば胸部レン
トゲン検査を受けると将来どのくらいの
確率で白血病などのがんになるかどうか
見積もることができる。しかしながら、
通常の被ばくは長時間の被ばく(低線量
率被ばく)であり、原爆による被ばくはご
く短い時間での被ばくであることから、
放射線のリスクを過大評価している等の
批判があった。そのため、大集団での低
線量率の被ばくの調査が必要でありアメ
リカをはじめとする各国の研究者が研究
を進めている。そのうちチェルノブイリ
の被ばくは大集団ではあるが、ほとんど
は低い線量(低線量)であり、現在に至っ
ても甲状腺のがんが認められるのみであ
る。 
旧ソ連の核実験場であるセミパラチン

スクでは、合計 467 回（合計 19 メガトン
相当）の核実験が 1949 年から 1990 年の間
に行われた。放射能は大気中に拡散し放射
性降下物として、500km 程度の広範囲に影
響を及ぼした。それらは直接外部被曝とし
て、あるいは空気中や食物から地域住民の
体内に取り込まれ内部被曝として被ばく
線量を与えた。セミパラチンスク旧ソ連核
実験場近郊には 50 万人ともそれ以上とも
いわれる被曝者が存在している。このセミ
パラチンスクでは、低線量率で低線量から
高線量までの被ばく者が含まれている。ま
た他にこのような被ばく例はないので、低
線量率被ばくを調査する上では最も適し
た、しかも唯一の集団と考えられる。本研
究代表者は平成 11 年から 14 年まで、旧科
学技術庁（現文部科学省）のセミパラチン
スク調査団の一員として現地を訪れ、現地
の医療機関および関連機関を視察、被曝影
響調査のためのデータベース構築に協力
してきたが、この調査とは別に、カザフス
タン共和国保健省直轄カザフ放射線医学
環境研究所のアプサリコフ所長と数度に
渡り協議し、旧セミパラチンスク州全体を

調査対象とすることに決定、文部科学省科
学研究費補助金によりその調査を開始し
た。役割分担として、本研究代表者は疫学
解析用データベースの構築と指導、蓄積さ
れたデータの解析を受け持ち、カザフ放射
線医学環境研究所はデータベースの保守、
各被曝地域への職員派遣による聞き取り
調査及び検診、データ入力を行っている。
現在、データベースには 2012 年 3 月末時
点で、166,446 人のセミパラチンスク州住
民の基本情報および、86,846 人の死亡情報、
その他が入力されている。 

２．研究の目的 
広島の放射線影響研究所では、広島･長崎
に投下された原子爆弾による放射線の発
がんなど人体への影響研究(リスク評価)
を行ってきた。このリスクは国際放射線防
護委員会（ICRP）で検討され、全世界にお
ける放射線防護基準策定に使用されてい
る。日本では放射線障害防止法等の法令の
被ばくの限度の基準となっている。しかし
原爆による被ばくは瞬時の被ばくであり、
長期にわたる被ばくの影響は解明されて
いない。旧ソ連核実験場(現カザフスタン
共和国内)からの放射能による被ばくは長
期の被ばくであり、ここでの放射線のリス
ク評価が検討されてきた。本研究の目的は、
近郊住民の健康調査や本研究グループの
甲状腺検診結果を中心に、低線量･低線量
率慢性被曝の人体への影響を解明するこ
とにある。 

３． 研究の方法 
【データベースの作成】これまで集積して
きた約 1,300 人分の甲状腺の検診結果と本
研究で収集される結果のデータベースを作
成する。またこれまで作成してきたデータ
ベースの充実を主とする。この中には各対
象者の基本情報に加え、被ばく線量、死亡
情報、がん罹患情報、食生活習慣調査、被
曝時状況聞き取り調査などが含まれる。過
去の武市医師のグループによる甲状腺の検
診結果のデータを整理統一する。これまで
に 86,846 件の死亡情報を収集しているが、
引き続き死亡情報を収集する。この死亡情
報は ZAGS（出生と死亡に関する登録）から
基本的に収集されるが、更に詳細な死亡情
報、家族関係や居住に関する情報を得るた
めに、各村落の診療所に出張し、個々の診
療録の調査を行う。比較的被曝線量が高い
と言われている地域（アバイ、ベスカラガ
イ）の住民に対して生化学検査、血液学検
査などの諸検査を実施しているが、この検
査結果をデータベースに入力する作業を開
始する。セミパラチンスク州立がんセンタ
ーと対象者のがん罹患調査について協議し、
がんセンターに蓄積された詳細ながん罹患
情報を入手し、データベースに入力する。
【被ばく線量調査】はこれまでと継続して



試料の収集、被曝線量の物理的測定を行う。
レンガや歯の ESR から得られた外部線量評
価、死亡した被曝者の骨表面から測定され
る内部被曝線量評価が含まれる。これまで
国際会議を通じて、線量の統一化を図って
きたが、ドロン村での、煉瓦、歯、計算、
セシウム 137 の土壌汚染、染色体異常など
から得られた各種の結果が一致した。セシ
ウム 137 の汚染は最も確実にデータが得ら
れるので、各地の村を訪問し土壌中のセシ
ウム 137 を測定し、被ばく線量を評価する。
【甲状腺の検診】 はこれまで被ばく線量
調査と同時に進めてきた。今後も継続して
検診を進める。被ばく者については､現地に
検診に訪れるまたは、カウンターパートの
放射線医学環境研究所に招いて検診する。
検診結果や問診による家族歴、喫煙の有無
等の基礎情報も重要であるので引き続きデ
ータ収集し、全ての情報が統一的に保存さ
れたデータベースを作成する。【その他】
では、カザフスタン放射線医学環境研究所
のアプサリコフ所長が、疫学解析用のデー
タベース充実のために、あらゆる情報の入
手に協力を行なう。また、データ中に不明
な点があれば村などに研究員を出張させ、
その詳細を調査する。入力に必要な PC 等の
カザフスタン政府からの調達、入力支援者
などの雇用を受け持つ。各村への巡回検診
を行い、被曝者の食習慣聞き取り調査を行
なう。同時に、各被曝者の健康調査と共に、
各種検査を行ない、データベースに入力す
る。高線量地区に居住する被曝者に関して、
研究所での特別検査の実施を行なっている。
これには、染色体検査、甲状腺機能検査が
含まれ、これらのデータについてもデータ
ベースへの入力を行なう。 

４．研究成果 
【対象集団】本研究における調査集団は、
地表核実験での放射線の影響を受けた4つ
の集落（Dolon, Kainar, Karaul, Sarzhal）、
影響を受けていないと考えられる残りの
集落に住んでいた住民の中から自発的に
甲状腺検診に参加した人々から構成され
ている。これまでに分析されてきた放射線
量により大きく二つの区分がなされてい
る。また、過去のコホートの分析では、線
量推定値は実際の曝露量よりも過大に評
価している傾向があった。甲状腺検査を受
ける参加者からはカザフスタン共和国の
倫理規定に従ってインフォームド・コンセ
ントを取り甲状腺検査および血液検査を
行った。甲状腺検査への参加は、参加者か
らの自発によるものであったが、甲状腺障
害自体が男性よりも女性に多いことから、
検査の対象は女性に重点を置いた。1999 年
から 2009年の間に1287件の甲状腺検査を
行った。検査時に、姓名、性、生年月日、

身長、体重、家族構成、家族の曝露状況、
曝露時の居住地、出産回数など聞き取り調
査を行った。次に、尿中の安定ヨウ素濃度
の測定するための尿サンプルの採取、甲状
腺ホルモン測定のための血液採取、甲状腺
の状態を調べるための触診を行い、最後に
超音波検査を実施して結節等のあるなし
を調べ、結節が確認された場合には細胞診
のために穿刺を行った。1999 年から 2004
年までは各集落を巡回し検査を行ったが、
2005 年からはセメイ市にあるカザフ放射
線医学環境研究所に対象者を呼び、研究所
にて検査を行った。1287 件の検査のうち、
711 件はカザフ放射線医学環境研究所が持
つ被爆者データベースに登録があった。複
数回検査を受けた住民の場合、最新の検査
情報を使用した。その結果、登録のあった
711 件のうち複数回の検査を除くと 557 人
になった。また、生年月日、性別、民族、
時には身長と体重に基づいて妥当性を検
討した結果、510 人が解析対象となった。 
【被曝線量】個々人の正確な被曝線量推定
は情報量の不足から計算は不可能である。
しかし、各居住地、特に放射性降下物が降
り注いだ地域に関する推定放射線量はこ
れまでの調査から判明しているので、最初
に対象集団を二つのグループに分けた。す
なわち住居が放射性降下物による影響を
受けたか、或いは影響を受けていない地区
にあるかどうか。結果として 1067 名の受
診者のうち 715 名（67％）が放射性降下物
の影響がある地域からであった。第 2段階
として、地表核実験が行われた時点で、放
射線による影響を受けた集落に住んでい
たかどうかで分類した。過去の線量推定の
研究結果から与えられる線量は、最新の線
量推定システムから得られた線量推定値
とは適合しないが、被曝の影響を受けた集
落の定義は可能である。この定義に基づい
て、被曝の影響を受けた集落に住んでいる
人のうち244人が実際に曝露されておらず、
影響を受けていない集落に住んでいる6人
が実際に曝露されていることがわかった。
最終的に、1031 人の被験者のうち、455 人
が被爆、576 人が非被曝、34 人は被曝した
かどうか不明であった。 
【統計解析】データセットは母集団からの
ランダムサンプルと考えられることから
曝露、非曝露との差異を明確にするため、
カイ 2乗検定を適用した。曝露と非曝露と
のリスクを比較するために、年齢、性別に
よる層別化を行った。リスク比はオッズ比
を計算するためにMantel-Haenszel検定を
適用した。 
【結果】検診期間中は甲状腺機能低下症や
甲状腺悪性腫瘍の発生が主要な研究課題
であったが、甲状腺がんと関係があり、ま
た外部放射線とも関係が示されている甲
状腺結節についても評価を行った。収集さ
れた医療情報は二つあり、一つは甲状腺機



能に関するもの、もう一つは細胞学的所見
であった。図 1～3 は甲状腺機能低下症、
甲状腺がんおよび甲状腺結節による有病
率を示している。 

【リスク比】甲状腺機能低下症の罹患率で、
放射線曝露の検診対象者と放射線曝露さ
れていない検診対象者とが異なるかどう
かを確認するために、甲状腺機能低下症と
そうでない群の二つに分けた。その結果、
63 例の曝露群、1004 例の非曝露群に分か
れた。曝露群と非曝露群の罹患率を比較す
ると、年齢および性別で層別化されたリス
ク比は 1.22 (95%CI, 0.11-0.47)であった。
甲状腺機能低下症の診断では、以前の薬物
療法の影響を考慮する必要がある。甲状腺
機能不全の治療に関する情報は、271 件あ
り、その数は男性より女性の方が統計的に
有意であった。我々は、薬剤投与が以前の
所見に影響を与えたかどうかを分析した。
得られたリスク比は 0.25（ポイント推定
値） であり、幅広い 95%-CI(0.03-1.91)
を示した。更に、セミパラチンスク核実験
場周辺では、カザフスタン東部の他の地域
に比べ、がんによる死亡率や心血管疾患が
多いことが以前の研究からわかっている。
そのため、甲状腺機能低下症の分析を放射
線曝露地域のみに限定した。667 人の被験

者からの情報に基づいて解析を行った結
果、リスク比は 0.15 (95%CI, 0.06-0.3 5) 
であった。変数として薬剤を考慮しても、
被験者の数が168人に減少したため意味の
ある解析は不能と判断した。甲状腺がんの
罹患率が放射線非曝露群と異なるかどう
かを解析するために、対象者を甲状腺がん
と非甲状腺がんの二群に分類した。年齢お
よび性別による層別化されたリスク比は 
0.75 (95%CI, 0.37-1.54) であった。甲状
腺機能低下症と同様に、放射線曝露地域の
検診者の甲状腺がんについて解析したと
ころ、対象者は 691 人で、リスク比は 0.84 
(95%CI, 0.32-2.20 で、放射線非曝露群と
比較して甲状腺がんのリスク上昇は見ら
れなかった。甲状腺結節の罹患率では、診
断を結節（結節のみ、および甲状腺炎およ
び結節）と結節なしに分類した。その結果、
297 人のうち 293 人が解析対象となった。
年齢、性別で層別化されたリスク比は 
0.99 (95%CI, 0.73-1.35) であった。他の
解析と同様に放射線曝露地域の被験者に
限定した場合には、解析対象者は 685 人で
リスク比は 1.26 (95%CI, 0.81-1.95) で
統計的に有意な上昇は見られなかった。甲
状腺結節とそれに伴う甲状腺がんとは疫
学的に強い関係が示されているので、甲状
腺がんを有する全ての被験者を除外する
と、979 人の被験者が解析対象となった。
年齢および性別での層別化におけるリス
ク比は 0.95 (95%CI, 0.69-1.30)となり、
放射線曝露群と非曝露群とのリスク比は
変わらないことが示された。放射線曝露地
域のみの661人の被験者を対象とした場合
には、リスク比は 1.17(95%CI,0.75-1.83) 
であった。 
【結論】セミパラチンスク核実験場周辺周
辺の幾つかの地域で、1999 年～2009 年に
かけて実施した甲状腺検査の調査結果に
ついて報告した。この調査の目的は、検査
により甲状腺の状態を詳しく調査すると
いうものであった。甲状腺に影響を与える
要因として放射線被曝を考慮し、解析を行
ったが、放射線被曝集団における甲状腺機
能低下症の罹患率が放射線非曝露群に較
べて低く、甲状腺がんおよび甲状腺結節の
有病率に差は見られなかった。放射線被曝
の影響を受けた集落、すなわち核実験場に
より近い被験者に解析を限った場合、放射
線曝露群の甲状腺結節の罹患率が非曝露
群よりもやや高い可能性があると示唆さ
れた。1999 年から 2002 年にかけて核実験
場周辺の放射線被曝をした4つの村と１つ
のコントロールとなる村の571人が検査を
受けた。全ての被験者は核実験による放射
性物質の降下時には 20 歳未満であった。
そのため、放射線曝露による甲状腺結節へ
の特異的な形態学的な特徴が表れるので
はないかと考えたが、本研究における結節
の数は少なすぎ、解析に至らなかった。



1966 年から 1996 年の間に甲状腺疾患の手
術を受けた 15 歳から 90 歳の 7271 人につ
いて症例レビューを行い、経時的な診断の
変化を調べた。1966 年～1971 年 (1.3%）
から増加し 1987 年～1991 年 (16.3%)にピ
ークを迎え、その後減少（1992 年～1996
年 11.2%）している傾向が示された。 甲
状腺がんの割合は 40 例（10.2%）で、事例
数が少なすぎるので症例数の経時的な変
化を見ることは出来なかった。本研究での
大きな成果と考えられることは、調査集団
全体の65％が25歳から64歳までの女性で
あることで中高年の女性人口に当てはま
ること。また、TSH、T3 および T4 の検査値
は他の集団と比較することが可能である。
また、甲状腺専門医による臨床診断も極め
て精度の高いものであり、今後も行われる
放射線由来の甲状腺疾患調査においても
十分参照可能である。核実験場からの放射
性降下物による放射線曝露の影響の解析
に困難をもたらしているのは個々の線量
に関する情報が不足していること、線量の
範囲が広いということである。Land らの研
究では、外部被曝として 0～0.65Gy（平均 
0.042 Gy）、内部被曝として 0～9.6 Gy（平
均 0.31 Gy）の内部被曝線量を推定してい
る。本研究では、個々の被曝線量を推定す
ることが出来なかったので、放射線曝露が
あった、或いはなかったという定義でおこ
なった。また、調査集団が集団の代表では
なく、検診を希望した住民の集団であり、
そのため、性別の不均一（女性が 87％）が
顕著であるが、これはまた一方で、女性が
男性よりも健康を重視する傾向を反映し
ているとも言える。しかし、性別分布の不
均一は、調査集団における甲状腺結節のリ
スク増加について納得させられるだけの
指標が見つからなかったということも言
える。Land 等の報告では、単位線量辺りの
甲状腺結節の過剰相対リスクは、女性の場
合より男性の場合の方が 30 倍高い。本研
究において男性のみに限定した場合、233
人の被験者のうち曝露群（年齢別リスク比
=0.72；95%CI, 0.33-1.56）で甲状腺結節
のリスク増加は見られなかった。Land 等の
研究との大きな違いは、Land 等の調査は 1
年以内に行われたこと、本研究で使用した
データは 11 年間に渡る甲状腺検査を通じ
て集められたことである。マーシャル諸島
での研究では、同一人物であっても異なる
時期に検査された場合、診断において個人
差が生じ、結果が異なる可能性があること
が知られている。解析において、複数回の
検査を受けた被験者については、最新の検
査情報を使用したが、以前の検査結果は、
検査に参加する意志に影響を与える可能
性が高い。従って、複数回の検査を受ける
人は、１回だけの検査を受けた人とは異な
る特徴を持っている可能性が考えられる。
実際に、複数回の検査を受診した結果を精

査により診断の変化が確認できた。 
要約すると、11 年に渡る甲状腺検査の結果
解析において、核実験による放射性降下物
による放射線曝露した人々と非曝露の
人々との間で、甲状腺機能低下症、甲状腺
がん、そして甲状腺結節の明らかなリスク
の差は認められなかった。甲状腺結節のリ
スク上昇は見られたが、統計的に有意では
なかった。その理由として、個人別被曝線
量の推定が極めて難しく限定的であるこ
とによる。 
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